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平成 13 年 2 月期   個別財務諸表の概要         平成１３年 ４月 ９日 
 
上 場 会 社 名        株式会社 ディー・アンド・シー       上場取引所   東 
コ ー ド 番 号         ９８６１                                   本社所在都道府県 
問 合 せ 先        責任者役職名 取締役財務経理部長       東京都 
        氏    名 藤城 利英       ＴＥＬ (０３)５２６９－５１１１（代
表） 
決算取締役会開催日 平成１３年 ４月 ９日                   中間配当制度の有無  有 

定時株主総会開催日 平成１３年 ５月２４日 
 
１． 13 年 2 月期の業績(平成 12 年 3 月 1 日～平成 13 年 2 月 28 日) 
(1)経営成績    （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しておりま
す。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 
13 年 2 月期 
12 年 2 月期 

百万円   ％ 
７９,８４６（２.６） 
７７,８４９（８.８） 

百万円   ％ 
１５,１９７（  ０.５） 
１５,１１８（２７.１） 

百万円   ％ 
１６,１９７（１２.０） 
１４,４６８（１８.１） 

 

 当期純利益 
1株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
13 年 2 月期 
12 年 2 月期 

百万円   ％ 
６,４２２（△１.２） 
６,４９９（１１.０） 

円 

９,６９６ 
９８,１２５ 

円 

－ 
－ 

％ 

９.３ 
１０.１ 

％ 

２０.４ 
１９.４ 

％ 

２０.３ 
１８.６ 

（注）①期中平均株式数 13 年 2 月期   662,400 株             12 年 2 月期   66,240 株 
   ②会計処理の方法の変更   無 
   ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

(2)配当状況 
1 株当たり年間配当金  

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

 
13 年 2 月期 
12 年 2 月期 

 円 
３,２００ 

３０,０００ 

円 
１,５００ 

１４,０００ 

 円 
１,７００ 

１６,０００ 

百万円 
２,１１１ 

１,９８７ 

％ 
32.9 

30.6 

％ 
3.0 

3.0 
(注)13 年 2 月期期末配当金の内訳  記念配当２００円 

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
13 年 2 月期 
12 年 2 月期 

百万円 
８１,２７３ 
７７,７４４ 

百万円 
７１,１６５ 
６６,８８３ 

％ 
８７.６ 
８６.０ 

円 
１０７,４３６ 
１,００９,７１３ 

(注)期末発行済株式数   13 年 2 月期    662,400 株 12 年 2 月期     66,240 株 

 
２．14 年 2 月期の業績予想(平成 13 年 3 月 1 日～平成 14 年 2 月 28 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 
中間期 
通 期 

百万円 
４０,０００ 
８２,０００ 

百万円 
 ７,６００ 
１６,５００ 

百万円 
２,８５０ 
６,５００ 

円 
１,５００ 
――――― 

円 
――――― 
１,５００ 

円 
――――― 
３,０００ 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 9,813 円 
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個別財務諸表等 
（１）貸借対照表 

（単位：千円） 
第４３期 第４４期 増 減 

（平成 12年 2月 29日現在） （平成 13年 2月 28日現在） （ △ 減 ） 
期   別 

 
科   目 金 額 構成比 金 額 構 成 比 金 額 
 （資産の部）    ％   ％   
Ⅰ 流 動 資 産          
 現 金 及 び 預 金   19,944,335   22,250,770   2,306,434 
 売 掛 金   1,870,722   1,785,360  △ 85,361 
 有 価 証 券   377,786   336,306  △ 41,480 
 自 己 株 式   1,977   36  △ 1,941 
 商 品   446,998   451,755   4,757 
 製 品   48,554   45,166  △ 3,387 
 原 材 料   1,131,037   922,123  △ 208,913 
 仕 掛 品   3,932   3,097  △ 834 
 貯 蔵 品   23,420   29,664   6,243 
 未 収 入 金   1,205,013   132,877  △ 1,072,135 
 繰 延 税 金 資 産   413,474   326,498  △ 86,976 
 そ の 他   228,468   226,413  △ 2,055 
 貸 倒 引 当 金  △ 22,162  △ 10,401   11,761 
 流 動 資 産 合 計   25,673,559 33.0  26,499,669 32.6  826,110 
Ⅱ 固 定 資 産          
1. 有 形 固 定 資 産          

 建 物   9,112,982   9,601,948   488,966 
 構 築 物   617,443   620,674   3,230 
 機 械 及 び 装 置   620,593   523,825  △ 96,768 
 車 両 運 搬 具   12,233   6,372  △ 5,861 
 工 具 、 器 具 及 び 備 品   1,498,767   1,794,663   295,895 
 土 地   5,818,277   6,271,264   452,986 
 建 設 仮 勘 定   50,354   271,287   220,933 
 有 形 固 定 資 産 合 計   17,730,653 22.8  19,090,035 23.5  1,359,382 
2. 無 形 固 定 資 産          

 借 地 権   976,798   976,798   － 
 商 標 権   24,000   22,659  △ 1,340 
 ソ フ ト ウ エ ア   －   992,029   992,029 
 電 話 加 入 権   88,434   88,576   142 
 そ の 他   19,802   58,461   38,658 
 無 形 固 定 資 産 合 計   1,109,036 1.4  2,138,526 2.6  1,029,489 
3. 投 資 そ の 他 の 資 産          

 投 資 有 価 証 券   3,719,622   9,336,577   5,616,955 
 関 係 会 社 株 式   12,733,646   8,033,651  △ 4,699.995 
 自 己 株 式   －   474,883   474,883 
 出 資 金   9,927   108,067   98,140 
 長 期 貸 付 金   196,925   150,038  △ 46,887 
 従 業 員 長 期 貸 付 金   27,891   30,410   2,518 
 関 係 会 社 長 期 貸 付 金   2,950,807   3,576,311   625,504 
 長 期 前 払 費 用   2,399,771   1,482,994  △ 916,777 
 差 入 保 証 金   9,416,966   9,358,190  △ 58,775 
 会 員 権   662,699   624,751  △ 37,948 
 繰 延 税 金 資 産   1,775,709   3,534,432   1,758,722 
 そ の 他   951,584   894,114  △ 57,470 
 投 資 損 失 引 当 金  △ 1,279,016  △ 3,706,911  △ 2,427,895 
 貸 倒 引 当 金  △ 335,576  △ 352,559  △ 16,982 
 投 資 そ の 他 の 資 産 合 計   33,230,961 42.8  33,544,951 41.3  313,990 
 固 定 資 産 合 計   52,070,651 67.0  54,773,513 67.4  2,702,862 
 資 産 合 計   77,744,210 100.0  81,273,183 100.0  3,528,972 
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（単位：千円） 
第４３期 第４４期 増 減 

（平成 12年 2月 29日現在） （平成 13年 2月 28日現在） （ △ 減 ）  
期   別 

 
科   目 金 額 構成比 金 額 構 成 比 金 額 
 （負債の部）    ％   ％   
Ⅰ 流 動 負 債          
 買 掛 金   2,312,137   1,966,008  △ 346,129 
 未 払 金   952,004   980,256   28,251 
 未 払 法 人 税 等   4,355,712   2,687,031  △ 1,668,680 
 未 払 費 用   923,925   1,000,628   76,702 
 預 り 金   103,452   100,480  △ 2,971 
 賞 与 引 当 金   728,543   734,219   5,676 
 未 払 消 費 税 等   536,960   524,436  △ 12,523 
 そ の 他   34,607   62,166   27,558 
 流 動 負 債 合 計   9,947,343 12.8  8,055,227 9.9 △ 1,892,115 
           
Ⅱ 固 定 負 債          
 社 債   －   265,929   265,929 
 役 員 退 職 慰 労 引 当 金   457,270   462,250   4,980 
 債 務 保 証 損 失 引 当 金   －   874,000   874,000 
 預 り 保 証 金   456,186   450,487  △ 5,698 
 固 定 負 債 合 計   913,456 1.2  2,052,666 2.5  1,139,210 
 負 債 合 計   10,860,799 14.0  10,107,894 12.4 △ 752,905 
           
 （資本の部）          
Ⅰ 資 本 金   10,265,000 13.2  10,265,000 12.6  － 
Ⅱ 資 本 準 備 金   11,139,477 14.3  11,139,477 13.7  － 
Ⅲ 利 益 準 備 金   1,404,606 1.8  1,618,670 2.0  214,064 
Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金          
 任 意 積 立 金          
  別 途 積 立 金    36,500,000   41,400,000   4,900,000 
 当 期 未 処 分 利 益   7,574,327   6,742,140  △ 832,186 
 そ の 他 の 剰 余 金 合 計   44,074,327 56.7  48,142,140 59.3  4,067,813 
 資 本 合 計   66,883,410 86.0  71,165,288 87.6  4,281,878 
負 債 及 び 資 本 合 計   77,744,210 100.0  81,273,183 100.0  3,528,972 
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（２）損益計算書 
（単位：千円） 

第４３期 第４４期 増 減 
自 平成 11年 3月 1日   自 平成 12 年 3 月 1 日  
至 平成 12 年 2月 29 日  至 平成 13 年 2 月 28 日   

（ △ 減 ）  
期   別 

 
 
科   目 金 額 百分比 金 額 百 分 比 金 額 
     ％   ％   
Ⅰ 売 上 高   77,849,902 100.0  79,846,526 100.0  1,996,624 
Ⅱ 売 上 原 価   29,367,402 37.7  29,495,399 37.0  127,996 
 売 上 総 利 益   48,482,499 62.3  50,351,127 63.0  1,868,627 
Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費    33,364,221 42.9  35,153,227 44.0  1,789,005 
 営 業 利 益   15,118,277 19.4  15,197,899 19.0  79,621 
Ⅳ 営 業 外 収 益   1,085,342 1.4  1,092,917 1.4  7,575 
  受 取 利 息   52,696   84,915   32,218 
  受 取 配 当 金   151,164   81,972  △ 69,192 
  有 価 証 券 売 却 益   470,605   73,853  △ 396,751 
  有価証券評価損戻入益   －   407,228   407,228 
  賃 貸 収 入   64,381   83,586   19,204 
  物 流 収 入   72,415   75,323   2,908 
  受 取 手 数 料   104,418   102,137  △ 2,280 
  雑 収 入   169,660   183,900   14,240 
Ⅴ 営 業 外 費 用   1,735,427 2.2  93,630 0.1 △ 1,641,796 
  有 価 証 券 売 却 損   117,601   58,119  △ 59,482 
  有 価 証 券 評 価 損   1,577,670   －  △ 1,577,670 
  公 衆 電 話 使 用 料   16,115   4,277  △ 11,837 
  為 替 差 損   3,377   －  △ 3,377 
  雑 損 失   20,661   31,232   10,571 
 経 常 利 益   14,468,192 18.6  16,197,187 20.3  1,728,994 
Ⅵ 特 別 利 益   1,936,225 2.5  －  △ 1,936,225 
  投 資 有 価 証 券 売 却 益   1,888,085   －  △ 1,888,085 
  評 定 済 資 産 戻 入 益   48,140   －  △ 48,140 
Ⅶ 特 別 損 失   3,469,710 4.5  4,813,011 6.0  1,343,301 
  固 定 資 産 除 売 却 損   522,667   573,429   50,762 
  投 資 有 価 証 券 売 却 損   －   4,990   4,990 
  投資有価証券強制評価減    －   91,524   91,524 
  関 係 会 社 株 式 評 価 減   1,427,649   665,817  △ 761,831 
  契 約 解 約 損   10,035   23,854   13,818 
  会 員 権 売 却 損   31,553   －  △ 31,553 
  会 員 権 評 価 損   133,751   39,200  △ 94,551 
  投 資 事 業 組 合 清 算 損   65,037   －  △ 65,037 
  貸 倒 引 当 金 繰 入 額   －   112,299   112,299 
  投資損失引当金繰入額   1,279,016   2,427,895   1,148,879 
  債務保証損失引当金繰入額   －   874,000   874,000 
 税 引 前 当 期 純 利 益    12,934,707 16.6  11,384,175 14.3 △ 1,550,532 
 法人税、住民税及び事業税    7,764,231 10.0  6,633,398 8.3 △ 1,130,833 
 法 人 税 等 調 整 額  △ 1,329,312 △ 1.7 △ 1,671,746 △ 2.0 △ 342,434 

 当 期 純 利 益   6,499,788 8.3  6,422,523 8.0 △ 77,265 
 前 期 繰 越 利 益    1,234,711   1,408,254   173,543 
 過 年 度 税 効 果 調 整 額   859,872   －  △ 859,872 
 中 間 配 当 額   927,313   989,669   62,356 
 中間配当に伴う利益準備金積立額   92,731   98,966   6,235 
 当 期 未 処 分 利 益   7,574,327   6,742,140  △ 832,186 
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（３）利益処分案 
（単位：千円） 

第４３期 第４４期 
期 別 

 
 
科 目 金 額 金 額 

         
Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益    7,574,327   6,742,140 
Ⅱ 利 益 処 分 額        
  利 益 準 備 金    115,097   121,479  
  配 当 金   1,059,825   1,121,625  
     1 株につき   1 株につき  
     (普通配当 16,000 円)   (普通配当 1,500 円)  
        (記念配当  200 円)  
  役 員 賞 与 金    91,150   93,160  
  （うち監査役賞与金）   （ 9,600）   （ 9,600）  
  任 意 積 立 金         
   別 途 積 立 金   4,900,000 6,166,072  4,000,000 5,336,264 

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益    1,408,254   1,405,875 
         
（注）１．第 43 期は、平成 11 年 11 月 12 日に 927,313 千円（１株につき 14,000円）の中間配当を実施 
    いたしました。 
   ２．第 44 期は、平成 12 年 11 月 10 日に 989,669 千円（１株につき 1,500円）の中間配当を実施 
    いたしました。 

 



 6

重要な会計方針 
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
（１）取引所の相場のある有価証券   移動平均法による低価法（洗い替え方式） 
（２）その他の有価証券        移動平均法による原価法 
 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
（１） 商 品 （市場相場のある肉）  総平均法による低価法 
  （ 上 記 以 外 ）  総平均法による原価法 
（２） 製 品 （市場相場のある肉）  総平均法による低価法 
  （ 上 記 以 外 ）  総平均法による原価法 
（３） 原 材 料 （市場相場のある肉）  総平均法による低価法 
  （ 上 記 以 外 ）  総平均法による原価法 
（４） 仕 掛 品 （市場相場のある肉）  総平均法による低価法 
  （ 上 記 以 外 ）  総平均法による原価法 
（５） 貯 蔵 品   最 終 仕 入 原 価 法 
 
３．固定資産の減価償却の方法 
（１） 有形固定資産  法人税法の規定による定率法 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降取得の建物については法人税法
の規定により定額法を採用しております。 

（２） 無形固定資産  法人税法の規定による定額法 
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 
４．引当金の計上基準 
（１） 貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法の規定による

限度相当額（法定繰入率）のほか、個別評価による取立不能見
込額を計上しております。 

（２） 投資損失引当金  関係会社への投資に対する損失に備えるため、その資産内容等
を検討し計上しております。 

（３） 賞与引当金  従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額に基づ
き計上しております。 

（４） 役員退職慰労引当金  役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期
末要支給額を計上しております。 

（５） 債務保証損失引当金  債務保証に対する損失に備えるため、被保証先の財政状態等を
検討し計上しております。 

 
５．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
６．その他財務諸表作成のための重要な事項 
（１）調整年金制度 
①勤続年数に比例して一定額を支給する退職金について、調整年金制度（セゾングループ厚生年金
基金）を採用しております。 

  ②平成１２年３月３１日現在の同基金の年金資産の合計額は 347,768,936千円でこのうち当社従 
   業員の退職給与充当部分の割合は、約 0.308％であります。 
  ③移行時の退職給与引当金超過額はありません。 
  ④過去勤務費用の掛金の期間は１７年であります。 
（２）適格退職年金制度 
  ①職位に基づいて一定額を支給する退職金について、適格退職年金制度を採用しております。 
  ②平成１２年８月３１日現在の年金資産の合計額は 239,496 千円であります。 
（３）消費税等の会計処理方法 
  ①消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
  ②仮払消費税等と仮受消費税等は相殺の上、流動負債の未払消費税等で表示しております。 
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（追 加 情 報          ） 

 
自社利用のソフトウェア 
 従来、投資その他の資産の「長期前払費用」に含めておりましたソフトウェアについては、「研究開
発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１２
号 平成１１年３月３１日）における経過措置の適用により、従来の会計処理を継続して採用しており
ます。ただし、同報告により上記に係るソフトウェアの表示については、投資その他の資産の「長期前
払費用」（当期 1,129,926 千円）から無形固定資産に変更し、減価償却の方法については、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 
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注記事項 
（貸借対照表関係） 

第４３期 
（平成１２年２月２９日現在） 

第４４期 
（平成１３年２月２８日現在） 

1.有形固定資産の減価償却累計額 1.有形固定資産の減価償却累計額 
                12,192,883 千円                 12,740,779 千円 
2.主な外貨建資産 2.主な外貨建資産 

科目 外貨額 
貸借対照表 
計上額 

科目 外貨額 
貸借対照表 
計上額 

関係会社株式 9,750 千 US ﾄﾞﾙ 802,407 千円 関係会社株式 11,750 千 US ﾄﾞﾙ 1,036,207 千円 

関係会社株式 232,345 千 NT ﾄﾞﾙ 908,007  関係会社株式 232,345 千 NT ﾄﾞﾙ 908,007  

 

計  1,710,414    

  

計  1,944,214   

 

      
3.関係会社に対する主な資産、負債は次のとおりで 
 あります。 
  売掛金           172,109 千円 
  差入保証金         586,556 千円 
  未払金           130,329 千円 
  預り保証金         145,500 千円 
4.会社が発行する株式の総数    160,000 株 
  発行済株式の総数       66,240 株 

3.関係会社に対する主な資産、負債は次のとおりで 
 あります。 
  売掛金           160,856 千円 
  長期貸付金        3,576,312 千円 
  債務保証損失引当金     874,000 千円 
 
4.会社が発行する株式の総数   1,600,000 株 
  発行済株式の総数      662,400 株 

5.偶発債務 
  次のとおり債務の保証をしております。 

5.偶発債務 
  次のとおり債務の保証をしております。 

被保証先 保証内容 金 額 被保証先 保証内容 金 額 
FC 加盟者(7 社） 
FC 加盟者(11 社) 
FC 加盟者(21 社) 
(株)沖縄  
(株)北海道  
(株)ｺﾞﾙﾌ西洋 
(株)ﾊﾐー ﾀｺー ﾎ゚ ﾚー ｼｮﾝ 
ﾖｼﾉﾔｳｴｽﾄ･ｲﾝｸ 
 
台湾  (股) 
 
FC 加盟者(79 社) 

ﾘｰｽ債務 
割賦販売契約債務 

金融機関借入 
金融機関借入・ﾘーｽ債務 

金融機関借入 
  〃 
  〃 
  〃 
 
  〃 
 
仕入債務 

   9,979 千円 
46,477 
561,708 
69,451 
36,022 
874,000 
600,000 
549,500 

（5,000 千 US ﾄﾞﾙ） 
34,272 

(9,600 千 NT ﾄﾞﾙ) 
17,455 

FC 加盟者(６社） 
FC 加盟者(10 社) 
FC 加盟者(17 社) 
(株)沖縄  
(株)北海道  
(株)ﾊﾐー ﾀｺー ﾎ゚ ﾚー ｼｮﾝ 
ﾖｼﾉﾔｳｴｽﾄ･ｲﾝｸ 
 
FC 加盟者(91 社) 

ﾘｰｽ債務 
割賦販売契約債務 
金融機関借入 
金融機関借入・ﾘーｽ債務 
金融機関借入 
  〃 
  〃 
 
仕入債務 

   7,821 千円 
 21,441 
416,129 
112,311 
 28,690 
600,000 
488,880 
(4,200 千 US ﾄﾞﾙ) 
17,597 

 

 

計  2,798,866   

  

計  1,692,872   

 

  
6.配当制限 
  貸借対照表に計上されているその他の剰余金のう 
 ち、ストックオプション制度に基づく自己株式474,883 
 千円については、商法２９０条第１項の規定により 
 配当に充当されることが制限されるものでありま 
 す。 
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（損益計算書関係） 

第４３期 
自 平成１１年３月 １日 
至 平成１２年２月２９日 

第４４期 
自 平成１２年３月 １日 
至 平成１３年２月２８日 

1.販売費に属する費用のおおよその割合は、70% 
 であり、一般管理費に属する費用のおおよその 
 割合は 30%であります。主要な費目及び金額は 
 次のとおりであります。 

1.販売費に属する費用のおおよその割合は、70% 
 であり、一般管理費に属する費用のおおよその 
 割合は 30%であります。主要な費目及び金額は 
 次のとおりであります。 

広告宣伝費 
貸倒引当金繰入額 
役員報酬 
給料手当 
賞与引当金繰入額 
役員退職慰労引当金繰入額 
パート費 
地代家賃 
水道光熱費 
減価償却費 

1,764,827 千円 
29,535 千円 
192,204 千円 
5,352,893 千円 
672,506 千円 
53,900 千円 
9,175,105 千円 
4,555,512 千円 
1,949,389 千円 
1,944,620 千円 

広告宣伝費 
貸倒引当金繰入額 
役員報酬 
給料手当 
賞与引当金繰入額 
役員退職慰労引当金繰入額 
パート費 
地代家賃 
水道光熱費 
減価償却費 

1,678,081 千円 
9,921 千円 
196,990 千円 
5,607,182 千円 
684,081 千円 
56,710 千円 
9,839,661 千円 
4,804,816 千円 
2,028,003 千円 
2,052,280 千円 

2.固定資産除売却損の内訳は、次のとおりでありま 
 す。 

2.固定資産除売却損の内訳は、次のとおりでありま 
 す。 

建物 
構築物 
機械及び装置 
工具、器具及び備品 
撤去費用他 
計 

305,095 千円 
20,642 千円 
190 千円 
46,620 千円 
150,117 千円 
522,667 千円 

建物 
構築物 
機械及び装置 
工具、器具及び備品 
撤去費用他 
計 

349,643 千円 
23,878 千円 
603 千円 
43,441 千円 
155,863 千円 
573,429 千円 

  
3.関係会社との取引に係るものは次のとおりであり 
 ます。 

   債務保証損失引当金繰入額  874,000 千円 
 
 
（当期中の発行済株式数の増加） 

新株の発行形態 発行済株式数 摘  要 
株式分割（額面変更） 
（分割比率 １：１０） 

６６２，４００株 平成１２年７月１日 
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（リース取引関係） 
第４３期 第４４期 

自 平成１１年３月 １日  自 平成１２年３月 １日  
至 平成１２年２月２９日  至 平成１３年２月２８日  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引 
 
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額 

（単位：千円） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引 
 
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額 

（単位：千円） 

 車 両 
運 搬 具 

工 具 、 器 具 
及 び 備 品 合 計 

 車 両 
運 搬 具 

工 具 、 器 具 
及 び 備 品 合 計 

取 得 価 額 
相 当 額 

26,976 1,222,145 1,249,121 取 得 価 額 
相 当 額 

49,693 1,371,241 1,420,934 

減 価 償 却 
累計額相当額 

14,968 668,967 683,936 減 価 償 却 
累計額相当額 

21,449 908,473 929,922 

期 末 残 高 
相 当 額 

12,007 553,177 565,184 期 末 残 高 
相 当 額 

28,244 462,768 491,012 

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に占
める未経過リース料期末残高の割合が低いため、支払利子込
み法により算定しております。 
 
（２）未経過リース料期末残高相当額 

同  左 
 

 
 
（２）未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 以 内             
１ 年 超             
合 計             

250,433 千円 
314,750 千円 
565,184 千円 

１ 年 以 内             
１ 年 超             
合 計             

240,314 千円 
250,697 千円 
491,012 千円 

 
なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の
期末残高等に占めるその割合が低いため支払利子込み法によ
り算定しております。 
 
（３）支払リース料及び減価償却費相当額 

 
同  左 

 
 
 
（３）支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料             
減 価 償 却 費 相 当 額             

250,685 千円 
250,685 千円 

支 払 リ ー ス 料             
減 価 償 却 費 相 当 額             

290,372 千円 
290,372 千円 

 
（４）減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ
っております。 
 

 
（４）減価償却費相当額の算定方法 

同  左 
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（税効果会計関係） 

第４３期 
平成１２年２月２９日現在 

第４４期 
平成１３年２月２８日現在 

1.繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 1.繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 
 （流動資産） 

  未払事業税 

  その他 
 （固定資産） 

  貸倒引当金損金算入 

  限度超過額 
  役員退職慰労引当金 

  損金不算入額 

  投資損失引当金 
  損金不算入額 

  関係会社株式評価損 

  損金不算入額 
  有価証券強制評価減 

  損金不算入額 

  その他 
   繰延税金資産合計 

 
 

384,482 千円 

28,992 千円 
 

97,755 千円 

 
191,321 千円 

 

535,140 千円 
 

691,619 千円 

 
158,688 千円 

 

101,184 千円 
2,189,184 千円 

（繰延税金資産） 
 （流動資産） 

  未払事業税 

  その他 
 （固定資産） 

  貸倒引当金損金算入 

  限度超過額 
  役員退職慰労引当金 

  損金不算入額 

  投資損失引当金 
  損金不算入額 

  関係会社株式評価損 

  損金不算入額 
  投資有価証券評価損 

  損金不算入額 

  債務保証損失引当金 
  損金不算入額 

  その他 

   繰延税金資産合計 
 

 
 

235,368 千円 

91,129 千円 
 

123,904 千円 

 
193,359 千円 

 

1,550,601 千円 
 

969,965 千円 

 
192,752 千円 

 

365,594 千円 
 

138,254 千円 

3,860,930 千円 

2.法定実効税率と税効果会計摘要後の法人税等の 

負担率との差異の原因となった主な項目別の内 
訳。法定実効税率と税効果会計摘要後の法人税 

等の負担率の差異が法定実効税率の 100 分の 5 

以下であるため、記載を省略しております。 

2.       同    左  
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（有価証券の時価等） 
 
※当連結会計期間に係る「有価証券の時価等」については、連結財務諸表における注記事項として記載
しております。 

（単位  千円） 
第４３期 

（平成１２年２月２９日現在） 種類 
貸借対照表計上額 時価 評価損益 

流動資産に属するもの    
 株 式  186,733 234,983 48,249 
 債 券  9,647 10,110 462 
 そ の 他  183,383 188,352 4,968 
 小 計  379,764 433,445 53,680 
固定資産に属するもの    
 株 式  2,575,660 3,918,717 1,343,057 
 債 券  － － － 
 そ の 他  352,935 379,560 26,624 
 小 計  2,928,595 4,298,278 1,369,682 
 合 計  3,308,360 4,731,723 1,423,363 

（注） 
１．時価（時価相当額を含む）の算定方法 
上 場 有 価 証 券  主に東京証券取引所の最終価格。 
店 頭 売 買 有 価 証 券   日本証券業協会が公表する最終売買価格等。 
証 券 投 資 信 託 の 受 益 証 券  基準価格。 
非 上 場 債 権   日本証券業協会等が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り､

残存償還期間等に基づいて算定した価格。 
 
２．流動資産の株式には、自己株式を含んで表示しております。 
  なお、自己株式の評価損益は次のとおりであります。 
（流動資産に属するもの） 前事業年度 
 △２７５千円 
  
３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 
（固定資産に属するもの） 前事業年度 
 非上場株式（店頭売買株式を除く）    １３,５２４,６７３千円 
 （ う ち 関 係 会 社 株 式 ） （１２,７３３,６４６千円）
 
（デリバディブ取引の契約額等、時価及び評価損益） 
※当事業年度については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 
 
前 事 業 年 度 
当社は、デリバディブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

 
（１株当たり情報） 

 第４３期 第４４期 
１株当たり純資産額 
１株当たり当期純利益 

1,009,713円 
98,125円 

 
潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額については、新株引受権
付社債及び転換社債の発行がない
ため記載しておりません。 

107,436 円 
9,696円 

 
潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、新株引受権付社
債を発行しておりますが、新株引
受権の権利行使期間が到来してい
ないため、記載しておりません。 
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役 員 の 異 動 

 
 
（１）新任取締役候補（平成１３年５月２４日株主総会後就任予定） 
取締役 開発本部長付 鈴木 康彦 [現 (株)ﾒﾝﾃﾅﾝｽ･ﾘﾍﾟｱ･ｻｰﾋﾞｽ出向] 
取締役 環境品質推進部､秘書室担当

兼総務部長 
斎藤 公利 [現 総務部長] 

取締役  鈴木 嘉和 [現 (株)西洋ﾌｰﾄﾞｼｽﾃﾑｽﾞ代表取締役 
           専務取締役] 

 
（２）新任監査役候補（平成１３年５月２４日株主総会後就任予定） 
非常勤監査役 住江 漠 [現 伊藤忠商事(株)取締役副社長] 

    ※監査役住江漠氏は､「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第１８条第１項に定める社外監査 

     役であります。 

 
（３）退任予定取締役 
（平成１３年５月２４日付） 
常務取締役管理本部長 

 
高橋 正彦 

 
[顧問就任予定] 

 
（４）退任予定監査役（平成１３年５月２４日付） 
非常勤監査役 
（社外監査役） 

堀内 幸夫 [現 (株)西武百貨店代表取締役社長] 

 
 
（５）退任取締役 
   取締役 前川和也氏は、平成１３年２月２８日付をもって辞任いたしました。 


